宮崎市指定地域生活支援事業サービス事業者の指定に関する要綱

（趣旨）

第１条　この要綱は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第７７条及び第７８条に規定する地域生活支援事業のうち、宮崎市地域生活支援事業実施要綱（平成１８年９月２６日伺定）により宮崎市が行う事業に係る同要綱第１３条第１項の指定地域生活支援事業サービス事業者（以下「指定事業者」という。）の指定に関し、必要な事項を定めるものとする。

（指定事業者の指定）

第２条　次に掲げる地域生活支援事業のサービスを提供する事業者は、市長から指定事業者としての指定を受けなければならない。

(１)　外出介護事業

　(２)　地域活動支援センターⅡ型事業

　(３)　日中一時支援事業

(４)　訪問入浴サービス事業

２　法第３６条第３項（第２号及び第３号を除く。）の規定は、指定事業者の指定について準用する。

３　指定を行うに当たっては、別表１に掲げる事業ごとの指定基準を満たさなければならない。

（指定の申請）

第３条　指定事業者の指定を受けようとする者は、地域生活支援事業者指定申請書（様式第１号）に別表２に掲げる事業ごとの関係書類を添え、市長に申請するものとする。

２　市長は、前条第２項及び第３項の規定に基づき指定の適否を審査し、指定するときは地域生活支援事業者指定通知書（様式第２号）により、指定しないときは地域生活支援事業者指定却下通知書（様式第３号）により、申請者にその旨を通知するものとする。

（変更の届出等）

第４条　指定事業者は、前条第１項の申請に係る事項に変更があったときは、速やかに変更届出書（様式第４号）に関係書類を添えて、市長に届け出るものとする。

２　指定事業者は、当該指定に係るサービス事業を廃止し、休止し、又は再開したときは、速やかに廃止・休止・再開届出書（様式第５号）により市長に届け出るものとする。

（指定の更新）

第５条　法第４１条の規定は、指定事業者の指定の更新について準用する。

（指定の取消し等）

第６条　法第５０条第１項（第３号から第５号及び第８号を除く。）の規定は、指定事業者の指定の取消しについて準用する。

２　前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合には、市長は、第２条第１項の指定を取り消すことができる。

(１)　地域生活支援給付費の請求に関し不正があったとき。

(２)　指定事業者が、不正の手段により第２条第１項の指定を受けたとき。

(３)　指定事業者が、第２条第３項に規定する基準を満たすことができなくなったとき。

３　市長は、指定事業者の指定を取り消したときは、地域生活支援事業者指定取消通知書

（様式第６号）によりその旨を通知するものとする。

（指定事業者情報の提供）

第７条　市長は、指定事業者の情報のうち、次に掲げる事項を必要に応じ、県その他の機関に対し提供することができる。

(1) 事業所の名称及び所在地

(2) 申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びに代表者の氏名

(3) サービスの種類

(4) 主たる対象者（訪問入浴サービス事業を除く。）

(5) 事業所番号（訪問入浴サービス事業を除く。）

(6) 指定年月日

(7) 事業開始年月日

(8) 運営規程

(9) その他市長が必要と認める事項

（公示）

第８条　法第５１条の規定は、指定事業者の公示について準用する。

２　市長は、指定事業者に関し、次に掲げる事項を公示するものとする。

(1) 指定に係る事業所又は施設の名称及び所在地

(2) 指定事業者等の名称及び主たる事業所の所在地

(3) 指定事業者等に係るサービスの種類

(4) 事業所番号

(5) 指定若しくは指定の取消しをした年月日又は届出若しくは指定の辞退があった年月日

（委任）

第９条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

　　　附　則

　この要綱は、平成１８年１０月１日から施行する。

　　　附　則

この要綱は、平成１９年　４月１日から施行する。

附　則

この要綱は、平成２４年　９月１日から施行する。

附　則

この要綱は、平成２５年　４月１日から施行する。

附　則

この要綱は、平成２６年　４月１日から施行する。

附　則

この要綱は、平成２７年　４月１日から施行する。

附　則

この要綱は、令和４年４月１日から施行し、改正後の別表１の規定（地域活動支援センターⅡ型の人員に関する基準及び運営に関する基準第４号に係る部分を除く）は、令和　３年４月１日から適用する。

別表１

	事業名
	指　定　基　準

	外出介護事業
	人員に関する基準
	障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第１７１号。以下「省令」という。）第５条及び第６条の規定及び平成１８年１２月６日障発第1206001号厚生労働省通知「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準について」（以下「通知」という。）第二２（１）から（４）及び第三１(１)から(３)までの規定は、外出介護事業について準用する。

	
	設備に関する基準
	省令第８条第１項及び通知第三２(１)から(３)の規定は、外出介護事業について準用する。

	
	運営に関する基準
	省令第９条から第４２条まで、第２２４条の規定、並びに通知第三３(１)から(２９)の規定は、外出介護事業について準用する。

	地域活動支援センターⅡ型
	人員に関する基準
	宮崎市地域活動支援センター機能強化事業実施要綱（平成１８年９月２６日伺定）第５条第２項及び第３項の規定及び以下のとおりとする。

(１)　当該事業所ごとに置くべき従業者の員数は、次のとおりとする。

①　指導員　　サービスの単位ごとに、その提供を行う時間帯を通じ、専ら当該サービスの提供に当たる指導員が１以上確保されるために必要と認められる数。

②　介護職員　　サービスの単位ごとに、その提供を行う時間帯を通じ、専ら当該サービスの提供に当たり必要と認められる数。

(２)　(１)に掲げる事業所ごとに置くべき指導員及び介護職員の総数は、サービスの単位ごとにその提供を行う時間帯を通じて専ら当該サービスの提供に当たる指導員及び介護職員の合計数が次のとおり確保されるために必要と認められる数とする。

　①　障がい者の数が１５人までは、２以上

　②　障がい者の数が１５人を超えるときは、２に障がい者の数が１５を超えて５又はその端数を増すごとに１を加えて得た数以上。

(３)　(１)(２)のサービスの単位は、地域活動支援センターⅡ型であってその提供が同時に１又は複数の障がい者に対して一体的に行われるものをいうものとする。

(４)　指導員は、利用者に対し適切な指導を行う能力を有する者とする。なお、運営規程において事業の主たる対象とする障がいの種類として、身体障がい者のみを定める場合を除き、次に掲げる要件のいずれかに該当する者でなければならない。

　①　学校教育法(昭和22年法律第26号)の規定による大学の学部で

心理学、教育学又は社会学を修め、学士と称することを得る者。

2 学校教育法の規定による大学の学部で、心理学、教育学又は社

会学に関する科目の単位を優秀な成績で修得したことにより、同法第67条第2項により大学院への入学を認められた者。

3 学校教育法の規定による高等学校若しくは中等教育学校を卒業

した者、同法第56条第2項の規定により大学への入学を認められた者若しくは通常の課程による12年の学校教育を終了した者（通常の課程以外の課程によりこれに相当する学校教育を終了した者を含む。）又は文部科学大臣がこれと同等以上の資格を有すると認定した者であって、2年以上知的障がい者の福祉に関する事業に従事した者。

　④　前3号に掲げる者のほか、知的障がい者の更生援護に関し相当の学識経験を有すると認められる者。

(５)　(１)に掲げる指導員又は介護職員のうち、１人以上は常勤でなければならない。
(６)　事業者は、当該事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の施設長を置かなければならない。ただし、事業所の管理上支障がない場合は、当該事業所の他の職務に従事し、又は同一敷地内にある他の事業所等の職務に従事することができるものとする。

	
	設備に関する基準
	宮崎市地域活動支援センターの設備及び運営の基準に関する条例（令和３年宮崎市条例第２６号）及び以下のとおりとする。

 (１)　当該事業所は、室内における談話の漏えいを防ぐための間仕切り等を設けた相談室、訓練に必要な機械器具等を備えた日常生活訓練室、訓練に必要な備品等を備えた社会適応訓練室及び作業に必要な機械器具等を備えた作業室を有するほか、サービス提供に必要なその他の設備及び備品等を備えなければならない。

(２)　当該事業所のうち、給食サービスを実施するものにあっては、(１)に掲げる設備のほか、食事の提供に支障がない広さを有する食堂を備えなければならない。

(３)　当該事業所のうち、入浴サービスを実施するものにあっては、(１)に掲げる設備のほか、障がい者の特性に応じた浴室を備えなければならない。

(４)　(１)から(３)までに掲げる設備は専ら当該サービスの事業の用に供するものでなければならない。ただし、障がい者に対する当該サービスの提供に支障がない場合は、この限りでない。

	
	運営に関する基準
	宮崎市地域活動支援センターの設備及び運営の基準に関する条例（令和３年宮崎市条例第２６号）及び以下のとおりとする。

(１)　当該事業所が行う当該サービスは障がい者の自立の促進、生活の質の向上、身体の機能の維持向上等を図ることができるよう、適切に行わなければならない。

(２)　当該事業所は提供するサービスの質の評価を行い、常にその改善を図らなければならない。

(３)　当該サービスの方針は次のとおりとする。

　①　サービス提供に当たっては、サービス計画に基づき障がい者の入浴、食事の提供、創作的活動、機能訓練、介護方法の指導、社会適応訓練、更生相談及びレクリエーション等を当該障がい者又はその介護を行う者の身体その他の状況及びその置かれている環境に応じて適切に行う。

2 従業者は、サービス提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを

旨とし、障がい者又はその介護を行う者に対し、理解しやすいように説明を行う。

　③　サービス提供に当たっては、介護技術の進歩に対応し、適切な介護技術をもってサービスの提供を行う。

　④　常に障がい者の心身の状況を的確に把握するとともに、必要に応じ、当該障がい者の心身の特性に対応したサービス提供ができる体制を整える。

（４）　当該事業所の施設長は、当該事業所の従業者及び業務の管理その他の管理を一元的に行わなければならない。

　　　当該事業所の施設長は、当該事業所の従業者に規定を遵守させるため必要な指揮命令を行うものとする。

(５)　省令第９条から１７条まで、第２２条、２３条、第２８条、第３５条の２、第３７条、第３８条、第４１条、第５３条の２、第５８条、第６０条、第６５条、第７４条、第８２条、第８５条の２から第８７条まで、第９１条、第９２条の規定は地域活動支援センターⅡ型について準用する。

	日中一時支援事業
	人員に関する基準
	(１)　当該事業所ごとに置くべき従業者の員数は次のとおりとする。

①　指導員　　サービスの単位ごとに、提供する時間帯を通じ、専ら当該サービスの提供に当たる指導員が１以上確保されるために必要と認められる数。

②　介護職員　　サービスの単位ごとに、提供する時間帯を通じ、専ら当該サービスの提供に当たり必要と認められる数。

(２)　(１)に掲げる事業所ごとに置くべき指導員及び介護職員の総数は、サービスの単位ごとに提供する時間帯を通じ、専ら当該サービスの提供に当たる指導員及び介護職員の合計数が、次のとおり確保されるために必要と認められる数とする。

　①　障がい者の数が１５人までは、２以上

　②　障がい者の数が１５人を超えるときは、２に障がい者の数が１５を超えて５又はその端数を増すごとに１を加えて得た数以上。

(３)　(１)(２)のサービスの単位は、日中一時支援であってその提供が同時に１又は複数の障がい者に対して一体的に行われるものをいう。

(４)　指導員は、利用者に対し適切な指導を行う能力を有する者とする。なお、運営規程において事業の主たる対象とする障がいの種類として、身体障がい者のみを定める場合を除き、次に掲げる要件のいずれかに該当する者でなければならない。

　①　学校教育法(昭和22年法律第26号)の規定による大学の学部で

心理学、教育学又は社会学を修め、学士と称することを得る者。

2 学校教育法の規定による大学の学部で、心理学、教育学又は社

会学に関する科目の単位を優秀な成績で修得したことにより、同法第67条第2項により大学院への入学を認められた者。

3 学校教育法の規定による高等学校若しくは中等教育学校を卒業した者、同法第56条第2項の規定により大学への入学を認められた者、若しくは通常の課程による12年の学校教育を終了した者（通常の課程以外の課程によりこれに相当する学校教育を終了した者を含む。）又は文部科学大臣がこれと同等以上の資格を有すると認定した者であって、2年以上知的障がい者の福祉に関する事業に従事したもの。

　④　前３号に掲げるもののほか、知的障がい者の更生援護に関し、相当の学識経験を有すると認められる者。

(５)　(１)に掲げる指導員又は介護職員のうち、１人以上は常勤でなければならない。
(６)　事業者は、当該事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。ただし、当該事業所の管理上支障がない場合は、当該事業所の他の職務に従事し、又は同一敷地内にある他の事業所等の職務に従事することができるものとする。

	
	設備に関する基準
	(１)　当該事業所は、室内における談話の漏えいを防ぐための間仕切り等を設けた相談室、サービス提供に必要な設備及び備品等を備えなければならない。

(２)　当該事業所のうち、給食サービスを実施するものにあっては、(１)に掲げる設備のほか、食事の提供に支障がない広さを有する食堂を備えなければならない。

(３)　当該事業所のうち、入浴サービスを実施するものにあっては、(１)に掲げる設備のほか、障がい者の特性に応じた浴室を備えなければならない。

(４)　(１)から(３)までに掲げる設備は専ら当該サービスの事業の用に供するものでなければならない。ただし、障がい者に対する当該サービスの提供に支障がない場合は、この限りでない。

	
	運営に関する基準
	(１)　当該サービスの提供方針は、次のとおりとする。

　①　サービス提供に当たっては障がい者の入浴、食事の提供、創作的活動、機能訓練、社会適応訓練及びレクリエーション等を当該障がい者又はその介護を行う者の身体その他の状況及びその置かれている環境に応じて適切に行う。

　②　従業者は、サービス提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、障がい者又はその介護を行う者に対し、理解しやすいように説明を行う。

　③　サービス提供に当たっては、介護技術の進歩に対応し、適切な介護技術をもってサービスの提供を行う。

　④　常に障がい者の心身の状況を的確に把握するとともに、必要に応じ、当該障がい者の心身の特性に対応したサービス提供ができる体制を整える。

(２)　当該事業所は提供するサービスの質の評価を行い、常にその改善を図らなければならない。

(３)　省令第９条から第１７条まで、第２０条、第２２条、第２３条、第２８条、第３５条の２から第４１条まで、第５３条の２、第６０条、第６５条、第６８条、第７０条、第７４条、第７５条第１項、第７５条第２項(二)から(六)、第８２条、第８３条、第８６条、第８７条、第８９条から第９２条まで第２２４条の規定は日中一時支援事業について準用する。

	訪問入浴

サービス事業
	人員に関する基準
	介護保険法に基づく指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生労働省令第３７号。以下「介護基準」という。）第４５条及び第４６条の規定については、訪問入浴サービス事業に準用する。

	
	設備に関する基準
	介護基準第４７条の規定については、訪問入浴サービス事業に準用する。

	
	運営に関する基準
	省令第９条から第２４条まで、第２９条、第３１条、第３３条から第４２条まで、第２２４条の規定については、訪問入浴サービス事業に準用する。

介護基準第１６条、第５０条から第５２条の規定については、訪問入浴サービス事業に準用する。


別表２

	外出介護事業
	(１)　定款、寄付行為及びその登記事項証明書等

(２)　事業所の組織図

(３)　事業所の平面図及び設備、備品の概要

(４)　運営規程

(５)　事業所の管理者及びサービス提供責任者の氏名、経歴及び住所

(６)　当該申請に係る事業に関する従業者の勤務の体制及び勤務形態

(７)　従業者の資格証明書の写し

(８)　障がい者等又はその家族からの苦情を解決するために講ずる措置の概要

(９)　当該申請に係る事業に関する資産の状況

(10)　要綱第２条第２項の規定に該当しない旨の誓約書

(11)　主たる対象者を特定する理由書（対象者を特定する場合のみ）

	地域活動支援

センターⅡ型
	(１)　定款、寄付行為及びその登記事項証明書等

(２)　事業所の組織図

(３)　事業所の平面図及び設備、備品の概要

(４)　運営規程

(５)　事業所の管理者の氏名、経歴及び住所

(６)　介護職員の資格証明書の写し及び指導員の履歴書

(７)　当該申請に係る事業に関する従業者の勤務の体制及び勤務形態

(８)　障がい者等又はその家族からの苦情を解決するために講ずる措置の概要

(９)　当該申請に係る事業に関する資産の状況

(10)　要綱第２条第２項の規定に該当しない旨の誓約書

(11)　主たる対象者を特定する理由書（対象者を特定する場合のみ）

(12)　協力医療機関との契約の内容

	日中一時

支援事業
	(１)　定款、寄付行為及びその登記事項証明書等

(２)　事業所の組織図

(３)　事業所の平面図及び設備、備品の概要

(４)　運営規程

(５)　事業所の管理者の氏名、経歴及び住所

(６)　介護職員の資格証明書の写し及び指導員の履歴書

(７)　当該申請に係る事業に関する従業者の勤務の体制及び勤務形態

(８)　障がい者等又はその家族からの苦情を解決するために講ずる措置の概要

(９)　当該申請に係る事業に関する資産の状況

(10)　要綱第２条第２項の規定に該当しない旨の誓約書

(11)　主たる対象者を特定する理由書（対象者を特定する場合のみ）
(12)　協力医療機関との契約の内容

	訪問入浴

サービス事業
	(1)   介護保険法に規定する指定居宅サービス事業者において、訪問入浴介護の指定を受けている場合は、それを証する書類（指定通知書の写し等）

(２)　介護サービスにおける訪問入浴介護の実績のわかる書類（介護保険法に規定する指定居宅サービス事業者の指定と同時申請の場合は不要）

(３)　従業者一覧

(４)　従業者の資格証明書の写し

(５)　運営規程

(６)　要綱第２条第２項の規定に該当しない旨の誓約書

(７)　障がい者等又はその家族からの苦情を解決するために講ずる措置の概要


様式第２号
宮障指令第　号
　年　月　日
　殿

宮崎市長　 

　地域生活支援事業者指定通知書
　　年　月　日付けで申請のあった地域生活支援事業者の指定については、宮崎市指定地域生活支援事業サービス事業者の指定に関する要綱第３条の規定に基づき、次のとおり指定したので通知します。
　　記

	事業所の名称
	

	事業所の所在地
	

	申請者の名称
	

	主たる事務所の所在地
	

	代表者の職氏名
	

	サービスの種類
	

	主たる対象者
	

	事業所番号
	

	指定年月日

指定の有効期限
	　　年　　月　　日

　　年　　月　　日まで


文書取扱：福祉部障がい福祉課
TEL　　　　　　　　　　　
様式第３号

 第　　　号

　年　月　日


様

宮崎市長　 

地域生活支援事業者指定却下通知書

　　　　　年　　月　　日付けで申請のありました地域生活支援事業者の指定については、次のとおり却下しましたので通知します。

記

１　事業所の名称

２　事業所の所在地

３　申請者の名称

４　主たる事務所の所在地

５　代表者の職氏名

６　サービスの種類

７　却下の理由

様式第４号
変　更　届　出　書

　　年　　月　　日

宮崎市長　殿

事業者
所在地

設置者     名　称


代表者氏名
eq \o\ac(○,印)
　次のとおり指定を受けた内容を変更したので届け出ます。

	指定内容を変更した
指定事業所（施設）
	事業所番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	名称
	

	
	所在地
	

	
	サービスの種類
	

	変更があった事項
	変　更　の　内　容

	１
	事業所の名称
	（変更前）

	２
	事業所の所在地）
	

	３
	申請者の名称
	

	４
	主たる事務所の所在地
	

	５
	代表者の氏名及び住所
	

	６
	主たる対象者
	

	７
	定款、寄付行為等及びその登記簿謄本等（当該指定に係る事業に関するものに限る）
	（変更後）

	８
	事業所の平面図並びに設備の概要
	

	９
	事業所の管理者の氏名、経歴及び住所
	

	10
	事業所のサービス提供責任者の氏名、経歴及び住所
	

	11
	運営規程
	

	12
	地域生活支援給付費の請求に関する事項
	

	変　更　年　月　日
	　　　　　年　　　月　　　日


備考
１
該当項目番号に○を付してください。

２
変更内容がわかる書類を添付してください。


３
変更の日から１０日以内に届け出てください。

様式第５号

廃止・休止・再開届出書

　　　年　　月　　日

宮崎市長　殿

事業者
所在地


名　称


代表者氏名
eq \o\ac(○,印)
　次のとおり事業を廃止（休止・再開）したので届け出ます。

	廃止（休止・再開）
する事業所
	事業所番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	名称
	

	
	所在地
	

	
	サービスの種類
	

	廃止（休止・再開）した年月日
	　　　　　年　　　月　　　日

	廃止（休止）した理由
	

	現に指定障がい福祉サービスを受けていた者に対する措置
（廃止・休止した場合のみ）
	

	休止予定期間
	　　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日


備考
１
事業の再開に係る届出にあっては、当該事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態が休止前と異なる場合には、勤務体制・形態一覧表を添付してください。

２
廃止、休止の場合は、その廃止又は休止の日の１月前までに届け出てください。

　　  ３　再開の場合には、再開の日から１０日以内に届け出てください。

様式第６号
　第　　　号

　　年　月　日


様

宮崎市長　

地域生活支援事業者指定取消通知書

　　　　　年　　月　　日付けで指定した地域生活支援事業者については、指定を取り消したので通知します。

記

１　事業所の名称

２　事業所の所在地

３　申請者の名称

４　主たる事務所の所在地

５　代表者の職氏名

６　サービスの種類

７　指定取消の理由

　８　指定取消日

